第１３章　金融
概況
　昭和54年度の日本経済は度重なる原油値上げという厳しい状況ではあったが活発な設備投資、堅実な個人消費等国内民間需要により、自律的な景気の上昇局面を維持することができた。こうした中で生産活動は底固い動きを見せ、又、雇用状勢は依然厳しいものの、緩やかな改善基調を見せた。このような結果、経済成長率は名目では7.5パーセント(前年度9.7パーセント)であったが、実質では6.1パーセントと前年度をやや上回った。
　金融面では50年以降の景気浮揚を目ざした一貫した緩和政策にピリオドがうたれ、54年度に入り、４月中旬に公定歩合が引き上げられたのを皮切りに、引き締め政策へと転化した。以後、景気の維持と雇用の増加をはかりながらも、原油価格の上昇、円安傾向による物価高騰を押さえるため、物価の安定に重点を置き、４月に続き数次にわたって公定歩合を引き上げる(3.5パーセントから9.0パーセントに引き上げ)と共に、窓口規制の強化･預金準備率の引き上げ等の連続的な引き締め強化策がとられた。そうした政策の効果が市中銀行の貸出増加額の低下や、マネーサプライの伸びの鈍化等、徐々に浸透していった。
　一方、企業金融の動きをみると、民間設備投資は合理化、省力化投資を中心に増加し、又、原材料高に伴う運転資金需要も増加しており、量的引締め政策の浸透により、ひっ迫現象が現われた。
日銀券
　日本銀行大阪支店勘定による通貨の動向は６月、12月のボーナス期にそれぞれ1,607億円、4,514億円の出超を記録し55年1月には納税等の関係から2,449億円の入超があり、年度全体を通しては8,449億円の出超（対前年度比679億円、8.7パーセントの増加）となった。
預金
　大阪銀行協会社員銀行の54年12月末現在の総預金額は17兆9,762億円となり，53年末に比べて8,437億円(4.9パーセント)の増加となった。
貸出
　年間を通して、例年どおりボーナス資金、決算資金などを中心に根強い資金需要があるうえ、省力化、合理化のための設備投資も活発な動きをみせたのにもかかわらず、預金準備率の引き上げ窓口指導、及び、公定歩合引き上げに伴う市中貸出金利の上昇等の影響が大きく、55年３月末現在の貸出残高は18兆6,874億円と前年に比べて4.9パーセント増にとどまった。
　業種別にみると、製造業が総額の35.7パーセントを、卸売業・小売業が同31.6パーセントを占めている。又、資金別では総額の８割近くが運転資金として貸出されているが、建設業、卸売業・小売業ではその割合は90パーセント以上に達している。
手形交換高
　54年中の手形交換高は7,078万枚、金額にして177兆6,047億円に達し、53年に比べて枚数では約134万枚、金額では約14兆円増加した。しかし全国に占める割合は枚数で16.3パーセント、金額では15.2パーセントとなっており年々低下傾向にある。一方、不渡手形は23万2千枚、2,203億円となり53年よりも約3万3千枚、約180億円減少した。
株式売買高
　54年の株式市場は年初来の度重なる原油値上げ、供給不安という石油事情の悪化や、相次ぐ金融引締め強化に惨落商状を繰り返し、閑散な軟弱商状を続けたが国内需要の拡大に加え円安傾向を背景に輸出関連株から戻り歩調となり、その後、資源、エネルギー関連株も人気を取りもどし、おおむね堅調な商状に推移した。
　54年中の取引高は第１部、第２部あわせて、約128億株、約定代金は4兆5,180億円となり、53年に比べて株数で約28億株、約定代金で5,886億円の増加となった。
　又、300種株価指数(43年1月４日を100とする)は395.89となり最高記録を更新した。
